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里親等委託児童自立支援事業業務委託に係る公募型プロポーザル実施要領 

 

京都市子ども若者はぐくみ局 

子ども若者未来部子ども家庭支援課 

 

里親等委託児童自立支援事業業務委託に関する受託事業者の選定に当たり、公募型プロポーザル

方式による企画競争選定を行うため、次のとおり提案を募集します。 

 

１ 委託業務の目的  

様々な事情で里親又は小規模住居型児童養育事業（ファミリーホーム）を行う者（以下「里

親等」という）に委託され、委託解除となった後も保護者による支援等が見込めない児童等（以

下「アフターケア対象者」という）に対し、委託中から自立生活を営むうえで必要な知識や技

能を習得できるようそれぞれの課題に応じた支援を行うことで自立に向けた不安や悩みを解

消し、また、委託解除後も相談等に対する支援を行うことで、アフターケア対象者の社会的自

立を支援することを目的とします。 

 

２ 委託業務の内容 

⑴ 件名        

   里親等委託児童自立支援事業に係る業務 

⑵ 業務内容   

   別紙１「里親等委託児童自立支援事業に係る業務委託仕様書」のとおり 

⑶ 契約期間      

   契約締結日から令和８年３月３１日 

   

３ 委託金額の上限額 

  以下⑴～⑵に掲げる単価を、それぞれ１２で除し、委託期間（月数）を乗じた金額を各費目の

上限額とします（消費税及び地方消費税相当額を含む。）。 

  なお、月途中で委託を開始した場合には、当該月を含みます。 

⑴ 事務費 

自立支援担当支援員の雇用費 ：  ５，８１２，０００円／年 

 ⑵ 事業費 

   資料印刷費、会場費、交通費、雑費 ： ４２１，０００円／年 

 

４ プロポーザルの参加資格 

  プロポーザルに参加する資格を有する者は、⑴又は⑵に該当し、かつ⑶以下の要件を全て満た

す者とします。 

⑴ 本市競争入札参加有資格者名簿に登載されている者（公募開始日から選定結果の通知の日ま

での期間に、京都市競争入札参加停止取扱要綱に基づく指名停止措置を受けていないこと） 

⑵ 前号に該当しない者については、次に掲げる要件を全て満たす者 

  ア 地方自治法施行令第１６７条の４第１項各号のいずれかに該当する者でないこと。 
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イ 地方自治法施行令第１６７条の４第２項各号のいずれかに該当し、３年を経過しない者及

びその者を代理人、支配人その他の使用人又は入札代理人として使用する者でないこと。 

  ウ 法人税又は所得税及び消費税の未納がないこと。 

  エ 市町村民税、固定資産税及び事業所税の未納がないこと。 

  オ 水道料金及び下水道使用料の未納がないこと。 

  カ 京都市暴力団排除条例第２条第４号に規定する暴力団員等又は同条第５号に規定する暴

力団密接関係者でないこと。 

⑶ 会社更生法、民事再生法等による手続きを行っている法人等でないこと。 

⑷ 本事業の趣旨を十分に理解したうえで委託業務を実施できること。 

⑸ 次のいずれかに該当していること  

ア 児童福祉法第７条に規定される児童福祉施設を運営する法人 

イ 児童福祉法第６条の３に定める児童自立生活援助事業又は同条第２項第８号に規定する

小規模住居型児童養育事業を行う法人 

ウ 地域子育て支援拠点事業など地域における子育て支援の活動実績のある法人 

エ その他、市長が適当と認める法人 

 

５ 参加手続 

  プロポーザルの参加を希望する者は、以下の資料を期限までに提出するものとします。 

  なお、提案書は提出後、差し替え又は撤回・修正できないものとします。 

⑴ 参加表明書等 

  ア 提出書類 

   (ｱ)  参加表明書（様式１） … １部 

  （ｲ） 誓約書（様式２）   … １部 

   (ｳ)  団体概要（様式３）  … １部 

(ｴ)  法人概要が分かる書類（パンフレット等） … １部 

  イ 提出場所 

    「１２ 問合せ先及び提出先」のとおり 

ウ 提出期限   

  令和７年２月１４日（金）午後５時（必着） 

エ 提出方法 

持参又は郵送（提出期限内必着で書留郵便に限る。）により提出するものとします。 

 ⑵ 企画提案書等の提出 

別紙２「里親等委託児童自立支援事業業務委託に係る公募型プロポーザル企画提案書等作成

要領」に基づき、次の書類を提出してください。 

ア 提出書類 

【提案に係る作成資料】 

いずれも原本１部のほか、写しを５部提出してください。 

① 参加表明書（写） 様式１の写し 

② 企画提案書 様式４ 
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③ 法人の基本理念及び運営実績等 様式５ 

④ 受託希望理由及び運営方針 様式６ 

⑤ 事業実施計画 様式７ 

⑥ 事業実施に係る組織図 任意様式 

⑦ 人員確保計画 様式８ 

⑧ 職員の質の確保・定着 様式９ 

⑨ 円滑な事業運営、個人情報保護 様式１０ 

⑩ 関係機関等との連携 様式１１ 

⑪ 見積書及び経費内訳書（委託期間分） 任意様式 

 

【その他、添付する書類】 

いずれも原本１部を提出してください。 

資料１ 法人の定款又は寄付行為等 

資料２ 役員名簿（最新のもの） 

資料３ 法務局が発行する登記事項証明書（履歴事項全部証明書） 

資料４ 法務局が発行する印鑑証明書 

資料５ 
税務署が発行する消費税及び地方消費税の納税証明書 

（未納税額がないことの証明） 

資料６ 自治体が発行する法人市民税及び固定資産税の納税証明書（直近のもの） 

資料７ 
決算書（直近２か年分。法令等に基づき作成された決算書類、財産目録等事業報

告書一式及び決算付属明細書） 

資料８ 経理規程 

資料９ 就業規則 

資料１０ 組織図 

資料１１ 法人代表者の履歴 

※ 資料３～６について、提出日前３か月以内に発行されたものとし、写しは不可としま

す。また、「４ プロポーザルの参加資格」⑴及び⑵に該当する者については、省略可

能です。 

※ 資料５及び６について、納税義務者でない者については、省略可能とします。 

  

【任意で提出する資料】 

原本１部のほか、写しを５部提出してください。 

任意資料 当該業務と同種又は類似業務経験がある場合、その実績が分かるもの 

 

イ 提出場所 

    「１２ 問合せ先及び提出先」のとおり 

ウ 提出期限   

  令和７年３月１４日（金）午後５時（必着） 

エ 提出方法 

持参又は郵送（提出期限内必着で書留郵便に限る。）により提出するものとします。 
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⑶ その他 

  ア この公募手続において使用する言語及び通貨は、日本語及び日本国通貨に限ります。 

イ 失格となる参加表明書、企画提案書等 

参加表明書、企画提案書等が、次の事項に該当するものは、失格となる場合があります。 

なお、失格となった場合は、別途通知します。 

（ｱ） 提出期限、提出先及び提出方法に適合しないもの 

（ｲ） 指定する様式及び記載上の留意事項に示した条件に適合しないもの 

（ｳ） 記載すべき事項の全部又は一部が記載されていないもの 

（ｴ） 虚偽の内容が記載されているもの 

ウ 制約事項 

（ｱ） 提出書類の作成及び提出に要する費用は、全てを提案者の負担とします。 

（ｲ） 提出された書類は、事業者の選定以外には、提案者に無断で使用しません。 

（ｳ） 提出された書類は、事業者の選定を行う作業に必要な範囲において、複製を作成するこ

とがあります。 

（ｴ） 提出された書類は、提出期限後の差替え及び再提出は一切受け付けません。 

（ｵ） 提出された書類は全て返却しません。 

エ 今回の募集については、本事業に係る予算が成立しなかった場合、契約を行わないことが

あります。この場合、業務委託準備期間に発生した費用を受託候補者が本市に請求すること

はできません。 

 

６ 本件に対する質問及び回答 

⑴ 質問者の資格 

   本書及び仕様書等に対して質問のできる者は、前記「５ 参加手続」の参加表明書を提出した者

とする。 

⑵ 質問方法 

   質問は、「１２ 問合せ先及び提出先」に記載するメールアドレスに、「里親等委託児童自

立支援事業プロポーザルの質問」と件名を記入したうえで、電子メールで提出してください。

電話での質問は一切受け付けません。 

⑶ 提出期限 

令和７年２月１８日（火）午後５時まで 

⑷ 回答 

   質問及び回答の内容は、令和７年２月２０日（木）までに、参加表明のあった方全員に対し

て回答を電子メールで送信します。 

なお、回答内容については、本要領の追加又は修正とみなします。 

 

７ 企画提案書等に関するプレゼンテーション審査の実施 

  提出された企画提案書等の内容について、プレゼンテーションを実施します。 

⑴ 日時及び場所 

 対象となる提案者に別途通知します。 

 ⑵ 内容 
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  説明時間は１５分程度とし、質疑応答時間は１０分程度とします。 

なお、原則としてプレゼンテーションに参加しなかった提案者又は指定の時間に２０分以上

遅刻した提案者は選定の対象外となります。 

 

８ 受託候補者の選定に関する審査基準 

⑴ 基本的な考え方 

   受託者の決定に当たっては、本市にとって最適な事業者を選定するため、本委託業務に関す

る企画提案書等の評価と見積価格の評価を総合的に判断する公募型プロポーザル方式を採用

し、総合評価の最も高い提案者を受託者とします。 

ただし、審査の結果、いずれの応募者も選定しないことがあります。 

⑵ 評価項目 

  ア 評価項目 

 別表「里親等委託児童自立支援事業業務委託提案に係る選定基準」参照 

イ 評価方法 

評価対象の各項目を以下５段階で評価します。 

判定 評価 

Ａ 非常に優れている。 

Ｂ 優れている。 

Ｃ 評価できる点はあるが、普通である。 

Ｄ 最低限の本市の要求水準を満たすが、評価すべき点がない。 

Ｅ 本市の要求水準を下回る内容である。記述に具体性がない。 

評価 評価の目安 

非常に 

優れている 

ア 要求水準を超える、高い効果と認められる提案が具体的になされて

いること。 

イ 業務の実施方法等の記述が具体的で、説得力が極めて高いこと。 

ウ 本市が加点要素として想定している具体的な記述が際立って多く

あること。 

優れている 

ア 要求水準を超える、一般的な効果と認められる提案が具体的になさ

れていること。 

イ 業務の実施方法等の記述が具体的で説得力が高いこと。 

ウ 本市が加点要素と想定している具体的な記述が多数あること。 

※ 提案書作成の条件を大きく逸脱している場合は、評価しないことがあります。 

 

９ 受託者の決定 

⑴ 受託候補者の決定 

前記「８ 受託候補者の選定に関する審査基準」に基づき、本市が設置する選考組織が、企

画提案書等及びプレゼンテーションの内容について審査を行い、全ての提案者の順位を決定し、

最も優れていた者を受託候補者（第一交渉権者）に選定します。 

ただし、審査の結果、いずれの応募者も選定しないことがあります。 

⑵ 審査結果の通知 
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ア 審査結果は、書面をもって通知します。（令和６年３月下旬に発送予定） 

イ 通知内容に疑義のある提案者が説明を求める場合は、審査結果の通知日から３日以内に、

書面で京都市子ども若者はぐくみ局子ども若者未来部子ども家庭支援課まで提出してくだ

さい。 

⑶ 受託者の決定 

受託候補者と協議し、仕様等契約内容について合意した場合は、契約を締結します。 

なお、受託候補者（第一交渉権者）と協議し、合意しなかった場合は、次順位の交渉権者を

新たな受託候補者として協議を行います。 

 

10 契約に関する基本的事項 

受託者との契約においては、次の事項を基本とします。 

⑴ 契約金額 

契約金額は、受託候補者の提示価格に基づき、受託候補者と協議のうえ決定します。 

⑵ 契約内容 

契約内容は、仕様書、企画提案書、プレゼンテーションの内容に基づき、受託候補者と協議

のうえ決定します。 

ただし、提案内容は、実現を確約したものとみなします。 

⑶ 特約事項 

 企画提案内容の実現に必要な追加費用及び別途費用は、全て受託者の負担とします。 

⑷ 再委託の禁止 

   受託者は、本市の文書による承認を得なければ、この契約に係る義務の履行を第三者に委託

し、この契約に係る権利を第三者に譲渡し、又はこの契約に係る義務を第三者に承継させては

ならないこととします。 

⑸ 契約保証金 

免除します。 

⑹ 成果物の納入及び委託料の支払 

受託者は、成果物を本市に納入してください。本市は、成果物について検査を行い、検査に

合格した成果物の引渡しを受けたときは、受託者の請求により、委託料を支払います。 

⑺ 進捗管理 

本市は、適宜、進捗状況について評価を行います。その結果、契約の目的を達成することが

できないと判断したときは、途中で契約を解除することができることとします。ただし、利用

可能な成果物があるときは、その成果物を検査のうえ、検査に合格した成果物の引渡しを受け

ることがあります。そのときは、その成果物に相応する委託料を支払うものとします。 

⑻ 瑕疵担保責任 

ア 本市は、成果物に瑕疵があるときは、受託者に対して相当の期間を定めてその瑕疵の修補

を請求し、又は修補に代え、若しくは修補と共に損害（第三者に及ぼした損害を含む。）の賠

償を請求することができるものとします。 

イ 本市は、本市の定めた履行期限までに、受託者による瑕疵の修補が困難なため、契約の目

的を達成することができないと認められるときは、契約を解除することができることとしま

す。 
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ウ ア及びイは、契約目的物の瑕疵が支給品若しくは貸与品又は本市の指示により生じたもの

であるときは適用しません。ただし、受託者がその支給品若しくは貸与品又は指示が不適当

であることを知りながらこれを通知しなかったときは、この限りではありません。 

エ ア、イ及びウによる瑕疵の修補、損害賠償の請求及び契約の解除は、引渡しを受けた日か

ら２年以内に行うものとします。 

⑼ 選定後の準備 

  選定された受託候補者は、業務委託の開始時までに、委託業務の実施方法の詳細について本

市と協議のうえ、必要な準備を完了するものとします。この期間に発生する費用は受託候補者

の費用となります。 

⑽ 今回の募集については、本事業に係る予算が成立しなかった場合、契約を行わないことがあ

ります。この場合、業務委託準備期間に発生した費用を受託候補者が本市に請求することはで

きません。 

 

11 スケジュール 

日 時 内 容 

令和７年２月１４日（金）（午後５時まで） 参加表明書受付締切 

令和７年２月１８日（火）（午後５時まで） 質問受付締切（２月２０日（木）までに回答） 

令和７年３月１４日（金）（午後５時まで） 企画提案書受付締切 

令和７年３月中旬 受託者決定 

令和７年４月 １日（火） 契約締結（業務委託開始） 

  ※ スケジュールは予定であり、状況により変更する可能性があります。 

 

12 問合せ先及び提出先 

〒６０４－８１７１ 

京都市中京区虎屋町５６６－１ 井門明治安田生命ビル２階 

京都市子ども若者はぐくみ局子ども若者未来部子ども家庭支援課 担当：（鈴木、岡田） 

電 話：０７５－７４６－７６２５ 

ＦＡＸ：０７５－２５１－１１３３ 

メール：kodomokateisien002@city.kyoto.lg.jp 


